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地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の３第２項の規定に基づき、一
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令和５年度事業報告 

 

一般財団法人大田区環境公社（以下「公社」という。）は、業務拡

充に伴い、令和４年度から京浜島の環境資源センターに加え、旧調布

清掃事務所の庁舎に公社の本部機能を移転し、田園調布本部とした

２所体制としております。 

事業面では、受託事業である可燃ごみ収集業務について、令和５年

度は収集範囲を、調布地区全域及び大森地区の一部に受託拡大しま

した。この結果、令和５年度は大田区全体の可燃ごみ収集量の 39%を

公社が収集しました。 

また、令和５年度から、新たに粗大ごみ申告受付業務を受託し、大

田区単独で粗大ごみ受付収集システムを導入すると共に粗大ごみ受

付センターを開設しました。 

粗大ごみ自己持込受入業務及び中継業務については、日曜日は受

入件数について約 20％の減少、平日の受入件数は微減という状況で、

中継業務も同様に微減という状況でした。 

また、令和４年度から開始した資源持ち去り防止パトロール業務、

調布清掃事業庁舎における窓口等業務、食品ロスに関する普及啓発

等業務も継続実施し、公社定款第４条に定める４項目全ての部門に

おいて事業を展開しています。 

公社は、今後も大田区の外郭団体としての責務を自覚し、大田区と

ともに、持続可能な環境先進都市おおたの実現に向け、着実に事業を

推進して参ります。 

一般財団法人大田区環境公社 

理事長 永井 敬臣 
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１ 可燃ごみ収集業務 

（１）区が契約する雇上会社から配車された収集車で、集積所に排出された可燃

ごみを収集した。 

（２）不適正な排出物（可燃ごみ以外の不燃ごみや粗大ごみ等）がある場合、警

告シールを貼付し、所管の清掃事務所に報告した。 

（３）収集受託地域 

   大森清掃事務所及び蒲田清掃事務所管内のうち下図の地域 

令和４年度可燃ごみ収集受託地域 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度可燃ごみ収集受託地域 
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（４）収集ごみ量実績 

実績量 45,090,98 トン（１日平均 145.45トン） 

清掃車（小型プレス車）25台/日相当分 
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２ 粗大ごみ受付センターによる粗大ごみ申告受付業務 

東京都環境公社による粗大ごみ申告受付業務が終了したため、令和５年度か

ら大田区単独で粗大ごみ受付収集システムを導入すると共に粗大ごみ受付セ

ンターを開設し、粗大ごみの処分を希望する区民からの申告受付業務を開始し

た。 

 

（１）粗大ごみ受付収集システムの導入 

大田区環境公社、大田区役所本庁舎、各清掃事務所、粗大ごみ受付センタ

ー及びデータセンターを結ぶネットワークを構築の上、収集業務にタブレッ

ト端末を導入し、リアルタイムでの収集情報（収集済・未収集、排出状況写

真等）の登録及び車両の運行管理を行った。 

（２）粗大ごみ受付センターによる申告受付業務 

区民から電話による申告・相談等を受ける受付センターを開設した。 

受付センターは、粗大申告受付だけでなく、従来、清掃事務所にて受けて

いた、ごみ全般に関しての区民からの相談、質問にも対応した。 

（３）粗大ごみ受付収集システムによるインターネット受付業務 

導入した粗大ごみ受付収集システムを活用し、区民からのインターネット

による直接申込みを４月１日から開始した。 

※ 令和５年度申告等受付件数等 

月 電話受付 Web受付 電話相談 合計件数 

４月 7,860 18,724 1,921 28,505  

５月 8,747 20,857 2,285 31,889  

６月 8,525 19,656 2,436 30,617  

７月 9,412 21,278 2,441 33,131 

８月 8,659 19,493 2,475 30,627 

９月 9,525 20,778 2,317 32,620 

１０月 11,830 21,272 2,142 35,244 

１１月 12,764  23,130 1,878 37,772 

１２月 11,217  23,057 1,897 36,171 

１月 9,993  21,763 1,914 33,670 

２月 9,425  20,171 2,042 31,638 

３月 10,447  22,851 2,389 35,687 

合計 118,404 253,030 26,137 397,571 
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【環境資源センター】 

３ 粗大ごみ自己持込受入業務及び中継業務 

(１) 粗大ごみ自己持込受入業務 

申込みにより区民自ら持ち込む粗大ごみを環境資源センターで受け入

れた。 

ア 受入時間 

月曜日から土曜日    午後１時から午後４時まで 

日曜日 午前９時から午後４時まで 

※ 受入除外日：令和５年 12月 29日から令和６年１月３日まで 

イ 受入実績 

月曜日から土曜日 6，287件（１日平均 20件） 

日曜日 11，594件（１日平均 223 件） 

 

(２) 粗大ごみ分別・積替え（中継）業務 

環境資源センターに自己持込された粗大ごみ並びに大森及び調布清掃

事務所管内で収集された粗大ごみについて、大田区京浜島中継所において

可燃系、不燃系、資源物等に分別し、それぞれ区が契約する雇上会社から

配車された中継車両に積替えた。 

 

作業時間 月曜日から土曜日までの午前８時から午後４時まで 

中継実績 3,501.14トン（１日平均 11.29トン） 
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４ 資源持ち去り防止パトロール業務 

集積所に排出された新聞・雑誌・段ボール・缶等の資源物の持ち去りを防止

するため、車両により巡回パトロールを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持ち去り行為者等を発見した場合、疑わしい場合は啓発のチラシを配付し、

持ち去りを現認した場合は日時と場所等を記載した現認通知書を交付した。 

また、集積所に排出された資源物への持ち去り禁止シールの貼付も実施した。 

《 パトロールにおける指導実績 》 

 指導内容（件） 

チラシ配付 通知書交付 シール貼付 

４月 29 89 917 

５月 33 63 1086 

６月 11 65 1077 

７月 35 38 939 

８月 17 39 972 

９月 22 40 898 

10 月 38 32 922 

11 月 40 38 802 

12 月 30 27 776 

１月 46 20 990 

２月 21 21 764 

３月 32 10 910 

合 計 354 482 11,053 

実施日は、日曜日及び年末年始（12/31～1/3）を除く毎日 

 

 
 

【パトロール車両】 【啓発チラシ】 
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５ 田園調布本部（調布清掃事業庁舎）における窓口等業務 

田園調布本部（調布清掃事業庁舎）において、区の清掃事務所窓口業務の一

部を実施。受付時間は、日曜日及び年末年始（12/31～1/3）を除く８時 30 分

から 16時まで。 

主な業務内容は、防鳥用ネットの貸し出し、集団回収実績報告書の取次ぎ、

小型家電回収ボックスの設置、その他区の清掃事務所所管事業に関する問い合

わせ等の取次ぎなど。防鳥用ネットについては、令和５年度は小：186枚、大：

163枚を貸し出した。 

 

６ 食品ロス削減に関する普及啓発等業務 

区民及び区内事業者等に対する食品ロス削減を目的として、大田区から委託

を受け、次のとおり普及啓発事業を実施した。 

（１）大田区内小・中学生を対象とする食品ロス出前授業 

№ 実施した学校 日程等 授業の様子 

１ 
東調布第三小学校 

５年生 ９５名 

令和５年７月 10日（月） 

１・２・３時間目 

※クラス毎に３クラスで実施 

 

 

 

 

 

 

２ 
矢口西小学校 

４年生 １０７名 

令和５年９月７日（木） 

４時間目 

※学校公開日に実施 

 

 

 

 

 

 

３ 
洗足池小学校 

５年生 ７０名 

令和５年９月 20日（水） 

４時間目 
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№ 実施した学校 日程等 授業の様子 

４ 
新宿小学校 

３年生 ４９名 

令和５年 10月 16日（月） 

３時間目 

※学校公開日に実施 

 

 

 

 

 

 

５ 
中萩中小学校 

４年生 ５９名 

令和５年 11月 21日（火） 

５・６時間目 

※クラス毎に２クラスで実施 

 

 

 

 

 

 

 

（２）大田区食べきり応援団の運営業務 

食べきり応援団の加盟店舗数は５４件（令和６年３月 31 日現在）。 

公社では、食べきり応援団普及啓発のチラシを作成し、加盟店舗及び特

別出張所や図書館等の区施設で配布した。 

 

【食べきり応援団チラシ】 
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【店舗でのポスター掲示】 

大田区食べきり応援団登録事業者一覧 （令和６年３月 31日現在） 

※大田区ＨＰ記載順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 川良海苔店 Cafe Cosmo（カフェ コスモ） おおたラーメン子ども食堂 

Boulangerie Towaie 
（ブーランジェリートワイエ） 

ふ･く･し食堂ＲＩＮ 
オーガニック料理教室 

G-veggie（ジィ・ベジィ） 

東急ストア大森店 東急ストア蒲田プラザ店 東急ストア長原店 

プレッセ田園調布店 東急ストア上池台店 東急ストア久が原店 

東急ストア蒲田店 東急ストア雪が谷店 東急ストア池上店 

ワタミ株式会社 三代目鳥メロ大鳥居駅前店 キッチンオリジン下丸子店 

キッチンオリジン大森町店 キッチンオリジン大森山王店 キッチンオリジン糀谷店 

キッチンオリジン蓮沼店 キッチンオリジン梅屋敷店 キッチンオリジン六郷土手店 

中華料理 華栄 武蔵屋 からあげ空 

スーパーもりたや 株式会社 ウメタ デニーズ下丸子店 

デニーズ上池台店 デニーズ大森中店 デニーズ池上通り店 

デニーズ大森北店 
かみむら牧場 

京急蒲田第一京浜側道店 
マダムテーブル 

ビストロ クープー QOL Café Mam Aina 
田園調布せせらぎ館 
カフェ ルシェロ 

株式会社 やっちゃばくらじ 大岡山北口商店街振興組合 
大田区青少年交流センター 

（ゆいっつ）フォレスト 

レストラン中央 食事処 藤家 
社会福祉法人大田幸陽会 

まごめ園 

満月 
ステーキハンバーグ＆生パスタ 

けん蒲田店 
やきとり家すみれ池上店 

大阪王将糀谷駅前店 大阪王将下丸子店 健康レストラン かろり 500 

居酒屋 蓮 ren やまいち商店 八百吉青果店 
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（３）地産地消型未利用食品マッチング受付業務 

   区内事業者から排出される未利用食品について、食品を必要としている

区内の福祉団体等で有効活用するための広報活動、問い合わせ対応、社会

福祉協議会等との調整を実施した。 

  【令和５年度の実績】 

マッチング実績 ３件（２社） 

マッチング内容 入替による防災備蓄品や店舗の余剰食材等 

主なマッチング先 大田区社会福祉協議会 

 

（４）食品ロス削減月間における普及啓発 

   「食品ロス削減に関する法律」にて制定された「食品ロス削減月間」に

おける普及啓発資材の制作、関係団体への配布調整、広報活動等の業務を

実施した。 

   

（５）その他食品ロス削減に関する普及啓発 

   食品ロス削減のＰＲのための普及啓発資材の制作と配布、区民等からの

食品ロスに関する問合せ対応、大田区に寄せられた食品ロスに係る調査等

回答に必要な情報提供、その他食品ロス削減に係る普及啓発に係る業務を

実施した。 

 

 

 

 

 
【食品ロス削減月間チラシ（表）】 【食品ロス削減月間チラシ（裏）】 
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７ 理事会、評議員会及び評議員選定委員会の開催 

(１)理事会 

会議名 日時・人数 議題 

第１回定時 

 

５月１日(月) 

・理事 ７名 

・監事 １名 

 

・令和４年度事業報告（案）について 

・令和４年度決算（案）について 

・規程の改正について 

・令和５年度第１回定時評議員会の開催につい

て 

第１回臨時 

（書面決議） 

６月７日(水) 

・理事 ７名 

・監事 ２名 

・評議員候補者の推薦について 

・評議員選定委員会の開催について 

第２回臨時 

（書面決議） 

７月６日(木) 

・理事 ７名 

・監事 ２名 

・理事候補者の推薦について 

・令和５年度第２回臨時評議員会の開催につい

て 

第３回臨時 

（書面決議） 

７月 10日(月) 

・理事 ７名 

・監事 ２名 

・評議員候補者の推薦について 

第４回臨時 

（書面決議） 

 

７月 18日(火) 

・理事 ７名 

・監事 ２名 

・評議員選定委員会外部委員の選任について 

第５回臨時 11月 22日(水) 

・理事 ６名 

・監事 ２名 

・報告第１号 理事長の職務の執行の状況報告

について 

第２回定時 

 

３月 19日(火) 

・理事 ５名 

・監事 ２名 

 

・令和６年度事業計画書(案)について 

・令和６年度収支予算書(案)等について 

・規則等の改正について 

・令和５年度第３回臨時評議員会の開催につい   

 て 

・報告第１号 理事長の職務の執行の状況報告

について 
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会議名 日時・人数 議題 

 

 

第６回臨時 

（書面決議） 

３月 31日(日) 

・理事 ６名 

・監事 ２名 

・事務局長の任命について 

・理事候補者の推薦について 

・監事候補者の推薦について 

・一般財団法人大田区環境公社事務局の組織及

び処務に関する規程の一部改正について 

・令和６年度第１回臨時評議員会の開催につい

て 

 

(２)評議員会 

会議名 日時・人数 議題 

第１回臨時 

（書面決議） 

４月１日(土)     

・評議員６名 

・理事の選任について 

第１回定時 ５月 17日(水) 

・評議員５名 

・監事 １名 

・令和４年度決算（案）について 

・報告第１号 令和４年度事業報告について 

第２回臨時 

（書面決議） 

７月７日(金) 

・評議員６名 

・理事の選任について 

第３回臨時 ３月 19日(火) 

・評議員６名 

・令和６年度事業計画(案)について 

・令和６年度収支予算(案)等について 

 

(３)評議員選定委員会 

会議名 日時・人数 議題 

第 1回選定委員会 

（書面決議） 

６月 19日(月) 

・委員 ５名 

・評議員の選任について 

第２回選定委員会 

（書面決議） 

７月 11日(火) 

・委員 ５名 

・評議員の選任について 
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一般財団法人 大田区環境公社 令和５年度役員名簿 

（令和５年７月 11日現在） 

理事名簿 

役 職 氏 名 現 職 

理事長 永井 敬臣 （一財）大田区環境公社代表理事 

副理事長 佐藤 惠美子 （一財）大田区環境公社副理事長 

理事 三木 伸良 大田区自治会連合会会長 

理事 島田 正文 日本公園緑地協会研究顧問 

理事 西山 正人 大田区まちづくり推進部長 

理事 山田 良司 大田区環境清掃部長 

理事 小貫  勝 （一財）大田区環境公社事務局長 

監事名簿 

役 職 氏 名 現 職 

監事 鳥海 美穂 公認会計士 

監事 佐々木 信久 大田区会計管理者 

評議員名簿 

役 職 氏 名 現 職 

評議員 馬橋 靖世 大田区議会まちづくり環境委員会委員長 

評議員 松本 洋之 大田区議会まちづくり環境委員会副委員長 

評議員 小山 君子 大田区清掃・リサイクル協議会会長 

評議員 西  義雄 株式会社 西商店 代表取締役 

評議員 原田 由季子 藤東造園建設株式会社 代表取締役 

評議員 齋藤 浩一 大田区企画経営部長 

評議員選定委員名簿 

役 職 氏 名 現 職 

評議員選定委員 中島 寿美 
六郷地区自治会連合会会長 

おおたｸｰﾙｱｸｼｮﾝ推進連絡会副会長 

評議員選定委員 坂野 達郎 
東京工業大学名誉教授 

おおたｸｰﾙｱｸｼｮﾝ推進連絡会副会長 

評議員選定委員 西  義雄 
株式会社 西商店 代表取締役 

（一財）大田区環境公社 評議員 

評議員選定委員 佐々木 信久 
大田区会計管理者 

（一財）大田区環境公社 監事 

評議員選定委員 小貫  勝 
（一財）大田区環境公社 事務局長 

（一財）大田区環境公社 理事 

 



　　　　　令和５年度

　　　  　　決算書

　　　　　　自　令和５年４月１日

　　　　　　至　令和６年３月31日

　　一般財団法人 大田区環境公社



貸 借 対 照 表

令和 6 年 3 月 31 日現在（決算）

法人名：一般財団法人大田区環境公社

事業名：事業全体 （単位： 円）

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金 208,153,134 136,313,430 71,839,704

小 口 現 金 106,990 124,227 17,237

普 通 預 金 206,046,144 134,189,203 71,856,941

定 期 預 金 2,000,000 2,000,000

貯 蔵 品 205,966 3,584 202,382

立 替 金 7,406 7,406

仮 払 金 64,772 169,303 104,531

流 動 資 産 合 計 208,431,278 136,486,317 71,944,961

固 定 資 産

基 本 財 産

定 期 預 金 3,000,000 3,000,000

基 本 財 産 合 計 3,000,000 3,000,000 0

そ の 他 固 定 資 産

建 物 861,165 1,169,687 308,522

構 築 物 769,312 856,317 87,005

什 器 備 品 1 1

そ の 他 固 定 資 産 合 計 1,630,478 2,026,005 395,527

固 定 資 産 合 計 4,630,478 5,026,005 395,527

資 産 合 計 213,061,756 141,512,322 71,549,434

Ⅱ 負 債 の 部

流 動 負 債

未 払 金 152,160,133 87,633,854 64,526,279

預 り 金 4,775,610 1,629,584 3,146,026

賞 与 引 当 金 31,914,366 28,346,849 3,567,517

未 払 消 費 税 等 17,353,500 16,648,300 705,200

未 払 法 人 税 等 70,000 70,000

流 動 負 債 合 計 206,273,609 134,328,587 71,945,022

負 債 合 計 206,273,609 134,328,587 71,945,022

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

指 定 正 味 財 産

寄 付 金 3,000,000 3,000,000

指 定 正 味 財 産 合 計 3,000,000 3,000,000 0

（うち基本財産への充当額） ( 3,000,000) ( 3,000,000)

一 般 正 味 財 産 3,788,147 4,183,735 395,588

正 味 財 産 合 計 6,788,147 7,183,735 395,588

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 213,061,756 141,512,322 71,549,434



正味財産増減計算書

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日（決算）まで

法人名：一般財団法人大田区環境公社

事業名：事業全体 （単位： 円）

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ一 般正 味 財産 増減 の 部

経 常 増 減 の 部

経 常 収 益

基 本 財 産 運 用 益 51 51 0

基 本 財 産 受 取 利 息 51 51

事 業 収 益 653,367,763 542,204,238 111,163,525

受 託 事 業 収 益 653,367,763 542,204,238 111,163,525

雑 収 益 1,850 192,691 190,841

受 取 利 息 1,850 1,131 719

雑 収 益 191,560 191,560

経 常 収 益 計 653,369,664 542,396,980 110,972,684

経 常 費 用

事 業 費 603,381,847 494,103,690 109,278,157

給 料 手 当 352,591,528 297,514,146 55,077,382

賞 与 引 当 金 繰 入 額 31,914,366 28,346,849 3,567,517

退 職 給 付 費 用 8,224,080 6,694,820 1,529,260

福 利 厚 生 費 62,616,609 53,087,402 9,529,207

旅 費 交 通 費 38,347 23,049 15,298

通 信 運 搬 費 694,095 592,934 101,161

減 価 償 却 費 395,527 427,927 32,400

消 耗 品 費 11,278,944 9,843,581 1,435,363

修 繕 費 229,790 102,882 126,908

光 熱 水 料 費 101,537 101,537

賃 借 料 1,941,390 1,512,390 429,000

広 告 宣 伝 費 3,089,900 3,162,147 72,247

保 険 料 2,004,660 1,841,410 163,250

租 税 公 課 48,010,800 40,876,600 7,134,200

委 託 費 79,761,316 49,486,259 30,275,057

支 払 手 数 料 132,275 81,560 50,715

車 両 費 458,220 408,197 50,023

管 理 費 50,313,405 48,618,953 1,694,452

役 員 報 酬 5,512,921 5,145,530 367,391

給 料 手 当 16,678,410 13,676,963 3,001,447

福 利 厚 生 費 13,189,479 15,134,861 1,945,382

旅 費 交 通 費 50,999 63,973 12,974

通 信 運 搬 費 760,927 561,994 198,933

減 価 償 却 費 39,903 39,903

消 耗 品 費 1,887,212 3,601,307 1,714,095

修 繕 費 88,000 88,000

燃 料 費 36,472 34,999 1,473

賃 借 料 5,173,542 3,584,348 1,589,194

租 税 公 課 63,400 356,950 293,550

委 託 費 6,527,650 6,118,847 408,803

支 払 手 数 料 136,137 133,582 2,555

車 両 費 81,496 72,804 8,692

雑 費 126,760 92,892 33,868

経 常 費 用 計 653,695,252 542,722,643 110,972,609

評 価 損 益 等 調 整 前 当 期 経 常 増 減 額 325,588 325,663 75

評 価 損 益 等 計 0 0 0

当 期 経 常 増 減 額 325,588 325,663 75

経 常 外 増 減 の 部

経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計 0 0 0

経 常 外 費 用



正味財産増減計算書

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日（決算）まで

法人名：一般財団法人大田区環境公社

事業名：事業全体 （単位： 円）

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

経 常 外 費 用 計 0 0 0

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0

税 引 前 当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 325,588 325,663 75

法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000

当期 一般 正 味財 産増 減 額 395,588 395,663 75

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 4,183,735 4,579,398 395,663

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 3,788,147 4,183,735 395,588

Ⅱ指 定正 味 財産 増減 の 部

当期 指定 正 味財 産増 減 額 0 0 0

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 3,000,000 3,000,000 0

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 3,000,000 3,000,000 0

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高 6,788,147 7,183,735 395,588



財務諸表に対する注記

法人名：一般財団法人大田区環境公社

事業名：事業全体

1.継続事業の前提に関する注記

該当なし

2.重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい

る。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000

合 計 3,000,000 0 0 3,000,000

4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当期末残高 （うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

基本財産 定期預金 3,000,000 ( 3,000,000) ( 0) ( 0)

合 計 3,000,000 ( 3,000,000) ( 0) ( 0)

5.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 2,739,343 1,878,178 861,165

構築物 1,298,592 529,280 769,312

什器備品 342,004 342,003 1

その他の固定資産 648,000 648,000 0

合 計 5,027,939 3,397,461 1,630,478



附属明細書

法人名：一般財団法人大田区環境公社

事業名：事業全体

1.引当金の明細

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

目的使用 その他

賞与引当金 28,346,849 31,914,366 28,346,849 0 31,914,366



財 産 目 録

令和 6 年 3 月 31 日現在（決算）

法人名：一般財団法人大田区環境公社

事業名：事業全体 （単位： 円）

貸 借 対 照 表 科 目 場 所 ・ 物 量 等 使 用 目 的 等 金 額

（ 流 動 資 産 ）

小 口 現 金 事務所小口現金 106,990

普 通 預 金 みずほ銀行蒲田支店 運転資金 206,046,144

定 期 預 金 みずほ銀行蒲田支店 2,000,000

貯 蔵 品 印紙 契約等 200,200

切手・はがき 郵便 5,766

立 替 金 職員(社会保険料) 7,406

仮 払 金 労災休業補償給付 64,772

流 動 資 産 合 計 208,431,278

（ 固 定 資 産 ）

基 本 財 産

定 期 預 金 みずほ銀行蒲田支店 基本財産 3,000,000

そ の 他 固 定 資 産

建 物 排気ダ クト等設置工事 ガ ス衣類乾燥機設置のための工事 391,470

ハイルーフ物置2棟 事業用工具備品類等の保管場所 469,695

構 築 物 一般型駐輪場 駐輪場2組 769,312

什 器 備 品 プ リンター 管理事務所用 1

固 定 資 産 合 計 4,630,478

資 産 合 計 213,061,756

（ 流 動 負 債 ）

未 払 金 大田区 粗大ごみ受付等業務委託等返還金 125,529,734

東京トラヤ㈱ 作業服等 7,180,305

栄和清運㈱ 粗大ごみ受付等業務委託料 6,616,500

大田年金事務所 2月分事業主負担分社会保険料 3,602,220

大田年金事務所 3月分事業主負担分社会保険料 3,551,372

職員 3月分時間外手当等 3,492,278

臨時職員 3月分時間外手当等 269,158

役員・評議員 役員報酬 300,000

キヤノンシステム&サポ ート㈱ カウンター料金等 427,447

㈲しみず 事務用品等 326,236

㈱大塚商会 人事給与賃借料 178,849

NX・TCリース＆ファイナンス 社用車賃借料 152,790

㈱蔵王建設 乾燥室隙間シール充填工事 144,100

㈱ゼ ンリン 住宅地図帳 135,850

東京しごと財団 派遣職員費 111,658

三菱オートリース㈱ 社用車賃借料 86,790

NTT東日本㈱他 通話料インターネット使用料 35,596

サイボ ウズ ㈱ グ ループ ウェア使用料 13,750

㈱みずほ銀行 eビ ジ ネスサイト手数料 5,500

預 り 金 大田区等 3月分住民税 1,039,600

大田年金事務所 社会保険料 3,735,130

労働組合負担分振込手数料 880

賞 与 引 当 金 令和5年12月～令和6年3月分 31,914,366

未 払 消 費 税 等 大森税務署 消費税及び地方消費税 17,353,500

未 払 法 人 税 等 品川都税事務所 都民税均等割額 70,000

流 動 負 債 合 計 206,273,609

負 債 合 計 206,273,609

正 味 財 産 6,788,147





1 

 

 

令和６年度 

事業計画書 

 

 

 

自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月 31日 

 

 

 

 

 

一般財団法人 大田区環境公社 



2 

目  次 

 

Ⅰ 令和６年度事業計画方針 ··············································· P.1 

Ⅱ 一般財団法人大田区環境公社の定款（抜粋） ····························· P.2 

Ⅲ 経営理念及び経営方針 ················································· P.2 

Ⅳ 事業一覧 

（１）可燃ごみ収集業務（定款第４条第 1項事業） ·························· P.4 

（２）粗大ごみ申告受付業務（定款第４条第１・２項事業） ·················· P.6 

（３）粗大ごみ受入れ業務 （定款第４条第１項事業） ······················· P.7 

（４）粗大ごみの分別・積替え業務（定款第４条第２項事業） ················ P.8 

（５）資源持ち去り防止パトロール業務（定款第４条第 2項事業） ··········· P.10 

（６）食品ロス削減に関する普及啓発等業務（定款第４条第 3項事業） ······· P.11 

（７）田園調布本部における窓口等業務（定款第４条第４項事業） ··········· P.13 

（８）職員の健康の維持・増進に関する取り組み（定款第４条第４項事業） ··· P.14 

Ⅴ 経費内訳 ···························································· P.15 

 



1 

Ⅰ 令和６年度事業計画方針 

一般財団法人大田区環境公社は、平成 29 年１月の設立以来、区とともに大田区

民の健康で文化的な生活を確保するために、環境と清掃に関する事業に取り組んで

まいりました。 

平成 29 年４月に区の「可燃ごみ収集事業」の一部を受託して以降、年々受託エ

リアの拡大に努め、令和５年度には区の可燃ごみの約４割を収集するに至りました。

また粗大ごみについては平成 29 年度当初から大森・調布地区の「粗大ごみ受入れ

事業」を受託しております。加えて令和５年度には公社にて粗大ごみ受付収集シス

テムを導入し、区民からの申告、電話相談等を担う受付センターを設置して体制を

整備することにより、区全体の「申告受付業務」の受託に至りました。現在このシ

ステムを各清掃事務所、受付センター、現場の収集車が共有し、円滑に運用してお

ります。 

令和４年度から公社は、業務拡充により、田園調布の本部と京浜島の環境資源セ

ンターの２所にて運営しております。現在、公社は、定款第４条に定める４項目全

ての部門における事業展開を実現いたしております。 

この間に区は、内閣府から 2023 年度の SDGs 未来都市及び自治体 SDGs モデル事

業にダブル選定されました。これを踏まえ、公社といたしましても SDGs を意識し

た取り組みを一層推進することにより、区のベストパートナーとしての役割を務め

てまいります。その第一歩として、これまで食品ロス削減を切り口とした環境学習

は、小中学生向けに展開してきましたが、令和６年度は既存事業に加えて区民を対

象とした環境啓発講座の試行、食品ロス削減事業に関する調査等に取り組み、SDGs

未来都市に向けた食品ロス削減に係る普及啓発業務を拡充してまいります。 

公社は、区の外郭団体としての責務を自覚し、区とともに、持続可能な環境先進

都市おおたの実現に向け、着実に計画事業を推進してまいります。 

 

一般財団法人大田区環境公社 

理事長  永 井 敬 臣 
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Ⅱ 定款（目的及び事業部分抜粋） 
 
(目的) 

第３条 この法人は、大田区が大田区基本構想（平成 31年 1月 10日議決）に掲

げる、地域力と行政の連携がつくる人と地球に優しいまちをつくるため、環境と

清掃に関する事業を推進し、もって区民の健康で文化的な生活の確保に寄与する

ことを目的とする。 

 

(事業) 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）一般廃棄物の収集及び中継業務 

（２）資源循環に関する事業 

（３）環境保全に関する事業 

（４）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

 

Ⅲ 経営理念及び経営方針 
 

（１）経営理念 

大田区環境公社は、「大田区基本構想」に掲げる、地域力と行政の連携がつく

る人と地球に優しいまちをつくるため、環境と清掃に関する事業を推進し、も

って区民が健康で文化的な生活を送ることができるよう地域社会に貢献しま

す。 

 

（２）経営方針 

① 公の業務を担う役割を自覚し、受託事業を誠実に履行し、区民サービスの

向上に努めます。 

② 民間事業者として柔軟な発想による事業推進と効率的な事業運営に努め

ます。 

③ 職員が誇りを持ち安心して働ける職場環境を整え、高い知識・技能を持っ

た職員を育成します。 
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Ⅳ 事業一覧 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

田園調布本部          環境資源センター(京浜島) 

 
 
 
  

 

重点項目 

１ 可燃ごみ収集業務 

収集ごみ量に対応した適切かつ効率的な業務執行に努める 

 

２ 粗大ごみ申告受付業務 

粗大ごみ受付収集システムの円滑かつ安定的な運用を図る 

 

３ 食品ロス削減に関する普及啓発等業務 

SDGs未来都市へ向けた食品ロス削減に係る普及啓発業務の拡大に

務める 
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1 可燃ごみの収集業務  ◀継続▶  

（定款第 4条第 1項 一般廃棄物の収集及び中継業務） 

 

（１）公社は区の実施計画に基づき、収集計画を作成し、収集作業を行う。 

 

（２）区内の家庭等から、地域内の集積所に排出された可

燃ごみを週６日（月曜日～土曜日）収集し、区が指定

する清掃工場へ搬入する。 

 

（３）収集車及び運転手は、区と雇上会社との委託契約に

より派遣され、雇上会社から配車された収集車で集積

所に排出された可燃ごみを収集する。 

 

（４）収集作業は、１台当たり１日６回（木曜日から土曜日は５回）行う。 

 

（５）収集時、集積所に可燃ごみ以外の不燃ごみや粗大ごみ等がある場合、警告

シールを貼付し、集積所を所管する清掃事務所に報告する。その後の排出指導

業務は清掃事務所業務となる。 

 

（６）収集ごみ量の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

重点項目１ 収集ごみ量に対応した適切かつ効率的な業務執行に努める 

計画量 45,000 トン（日量 144 トン） 
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（７）収集受託地域 

大森清掃事務所及び蒲田清掃事務所管内の内、下図の地域 

 

令和６年度可燃ごみ収集受託地域 

 

管轄清掃事務所 収集受託地域 

大森清掃事務所 「池上一丁目」、「大森中一丁目から三丁目」、「大森東一丁目から

五丁目」、「大森本町二丁目」、「大森南一丁目から五丁目」、「北馬込

一丁目及び二丁目」、「山王一丁目から四丁目」、「中央四丁目から

六丁目」、「中馬込一丁目から三丁目」、「西馬込一丁目及び二丁目」、

「東馬込一丁目及び二丁目」、「平和島五丁目」、「南馬込一丁目及

び二丁目」、「南馬込四丁目から六丁目」 

蒲田清掃事務所 

（調布地区） 

「石川町一丁目及び二丁目」、「鵜の木一丁目から三丁目」、「上池

台一丁目から五丁目」、「北千束一丁目から三丁目」、「北嶺町」、「久

が原一丁目から六丁目」、「千鳥一丁目」、「千鳥二丁目（27番、36

番及び 38 番から 41 番までを除く。）」、「田園調布一丁目から五

丁目」、「田園調布本町」、「田園調布南」、「仲池上一丁目及び二丁

目」、「西嶺町」、「東嶺町」、「東雪谷一丁目から五丁目」、「南久が原

一丁目及び二丁目」、「南千束一丁目から三丁目」、「南雪谷一丁目

から五丁目」、「雪谷大塚町」 

 

環境資源センター

大田区環境公社

多摩川清掃工場

大田清掃工場

羽田空港

令和６年度受託地域
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２ 粗大ごみ申告受付業務  ◀継続▶ 

（定款第 4条第 1・2項事業  

一般廃棄物の収集及び中継業務・資源循環に関する事業）  

 

（１）粗大ごみ受付収集体制の整備 

令和５年度から大田区環境公社が粗大ごみ申告受付業務を区から受託する

にあたり、区民からの電話申告及び電話相談等を受けるコールセンター業務の

拠点として「粗大ごみ受付センター」を設置した。また、「粗大ごみ受付収集シ

ステム」を導入して公社及び大田区各清掃事務所等において運用している。 

このシステムを円滑に運用し、電話やインターネットによる申告、問合せや

相談等に対し、適切に対応していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粗大ごみ受付センター 

想定受付件数 

約 430,000 件/年 

＜内訳＞ 電話受付 約 160,000 件/年 

インターネット受付 約 270,000 件/年 

 

（２）タブレット端末の導入による収集状況のリアルタイム把握 

令和５年４月から「粗大ごみ受付収集システム」（申告者宅の地図情報や写

真データ等による粗大ごみの状況、現場の様子等の粗大ごみに関する情報を

集約）をインストールしたタブレット端末を収集車に搭載し、収集結果をそ

の場で入力している。このシステムにより現場、各清掃事務所及び粗大ごみ

受付センターにおける収集状況の即時共有が可能になり、業務連絡、住民対

応等に活用されているため、システムの安定的運用を図っていく。 

重点項目２ 粗大ごみ申告受付収集システムの円滑かつ安定的な運用を図る 

【 受付センターの様子 】 
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 【 環境資源センターにおける自己持込受入の様子 】 

３ 粗大ごみ受入れ業務  ◀継続▶ 

（定款第 4条第 1項 一般廃棄物の収集及び中継業務）  

 

粗大ごみの収集は、区民が粗大ごみ受付センターに申し込み、確定した収集日、

場所に排出し、それを収集車が収集し、環境資源センター(京浜島)等の中継施設に

搬入する。また、粗大ごみ受付センターに事前予約した区民が、自分の車両により

環境資源センターに搬入する。 

 

(１) 収集車両受入業務実施日時 

   収集車両により搬入される粗大ごみを下記のとおり受け入れる。 

月曜～土曜日 午前８時～午後４時 

 

(２) 粗大ごみ自己持込受入業務実施日時 

申込みにより区民自ら持ち込む粗大ごみを下記のとおり受け入れる。 

月曜～土曜日 午後１時～午後４時 日曜日 午前９時～午後４時 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 粗大ごみ受入れ計画量 

収集地域 計画量 

ア 大森清掃事務所管内収集分 2,085トン（日量 6.75トン） 

イ 蒲田清掃事務所（調布地区）管内収集分 1,854トン（日量 6.0 トン） 

ウ 自己持込受入分 

  （環境資源センター） 

[月～土曜]  6,820件 

[日曜]   15,600件 
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４ 粗大ごみの分別・積替え業務  ◀継続▶ 

（定款第 4条第 2項 資源循環に関する事業） 

 

環境資源センターでは、粗大ごみ収集車両受入分及び粗大ごみ自己持込受入分に

ついて、可燃ごみ、不燃ごみ、資源物等に分別しそれぞれ適正に処理する。 

資源物等は、小型家電、金属類、プラスチック衣装ケース、羽毛布団、自転車等

へ選別し、区が指定する中継車両に積替えをする。 

 

（１）分別・積替え業務実施日時 

月曜～土曜日 午前８時～午後４時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）粗大ごみの分別・積替えの流れ 

粗大ごみの受入後、職員が手作業で資源・可燃・不燃に分別・積替えする。 

   受 入       分 別         積替え 

 

 

 

 

 

 

粗大ごみ受入 

（環境資源センター） 

 

資 源 

 資源化 
小型家電・その他鉄類・羽毛布

団等を分けて積替え 

  リユース 自転車、酒類ケースを積替え 

 可燃ごみ  
大田清掃工場、多摩川清掃工場等へ搬入

用にへ積替え 

 不燃ごみ  
中防不燃ごみ処理センター、京浜島不燃

ごみ処理センターへ搬入用に積替え 
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（３）資源化想定量 

 

分 類 想定量 

小型家電 230トン 

その他鉄類 320トン 

プラスチック 50トン 

羽毛布団 1,660枚 

自転車 6,000台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 可燃ごみ 】 
【 不燃ごみ 】 

【 小型家電 】 【 プラスチック 】 

【 羽毛布団 】 
【 自転車 】 
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５ 資源持ち去り防止パトロール業務  ◀継続▶ 

（定款第 4条第 2項 資源循環に関する事業） 

 

集積所に排出された新聞・雑誌・段ボール・かん等の資源物が、持ち去られる

行為を防止するため、車両により巡回パトロールを行う。 

 

（１）実施日時 

  ア 実施日：月曜日から土曜日 

  イ パトロール時間：午前６時 30分～10時のうち２時間 30分 

 

（２）場  所 大田区指定場所 

 

（３）業務内容 

  ア 持ち去り行為防止のための巡回パトロール（大田区より指示された地域） 

  イ 持ち去り行為者を発見した場合の説明・チラシ配布及び発見した地域・集

積所の記録 

  ウ 排出された資源物への持ち去り禁止シールの貼付 

  エ パトロール終了後、大田区への実施結果報告 

 

 

 

  

  

【 パトロール車両 】 
【 パトロール チラシ 】 
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６ 食品ロス削減に関する普及啓発等業務  ◀拡充▶ 

（定款第 4条第 3項 環境保全に関する事業） 

 

区民、区内事業者等を対象に食品ロス削減を目的とした普及啓発事業を行う。 

 

（１）区内小中学生及び区民を対象とした食品ロス削減に係る出前授業等の拡充 

将来を担う区内小中学生を対象に、食

品ロス削減について「知る」「考える」き

っかけとなる出前授業を実施する。 

令和６年度は、実施する小中学校を拡大

するとともに、区民等を対象にした食品

ロス削減に関する出前講座を試行実施

し、区の SDGs未来都市へ向けた普及啓発

を促進する。 

 

 

（２）大田区食べきり応援団の管理業務 

区が登録する「大田区食べきり応援団」の受付

管理と普及啓発資材の制作・頒布、広報活動、登

録事業者との連絡調整等の運営業務を行う。 

令和６年度は、新規普及啓発資材（ステッカー）

の作成や登録事業者へ「食べきり応援団」の課題

把握のためのアンケートを実施する。 

 

 

（３）地産地消型未利用食品マッチング受付業務 

区内事業者から排出される未利用食品につい

て、食品を必要としている区内の福祉団体等で有

効活用するための広報活動、問い合わせ対応、社

会福祉協議会等との連絡調整を行う。 

 

重点項目３ SDGs未来都市へ向けた食品ロス削減に係る普及啓発業務の拡大

出前授業の実施校を拡大する。 

 

【洗足池小学校の出前授業】 

【食べきり応援団啓発チラシ】 
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（４）食品ロス削減月間における普及啓発 

   「食品ロス削減に関する法律」にて制定された「食品ロス削減月間」におけ

る普及啓発資材の制作、関係団体への配布調整、広報活動等の業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）食品ロス削減事業に関する調査業務 

区が「SDGｓ未来都市」と「自治体 SDGsモデル事業」に選定されたことを

踏まえ、令和４年度から受託している食ロス削減事業などを基本に、環境事

業の更なる充実に取組んで行く必要がある。そのため、食品ロス削減や環境

問題の解決に向け、今後の事業実施における有効性や可能性を探るため、以

下の項目などについて調査・研究する。 

 

・ 食品ロス削減協力事業者のデータベース化 

・ 啓発イベントにおける手法等の検討 

・ 食品ロス削減を題材としたプレゼンテーション資料等の作成 

                            など 

 

   調査の結果等を通して今までの取組の輪を広げていくとともに、区民への

行動変容を促進する取組みを加速させていく。 

 

  

【食品ロス削減月間チラシ】 
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【 小型家電回収ボックス 】 

７ 田園調布本部における窓口等業務  ◀継続▶ 

（定款第 4条第 4項 その他この法人の目的を達成するために必要な事業） 

 

田園調布本部において、大田区清掃事務所が担う窓口業務の一部を行う。 

令和４年度から調布清掃事務所は蒲田清掃事務所（大田区下丸子二丁目）に組

織統合された。このため、調布地区にお住いの区民の利便性確保のため、窓口業

務の一部を実施する。 

 

（１）場所  

大田区環境公社 田園調布本部（田園調布本町 32-12） 

大田区における施設名は、「調布清掃事業庁舎」となっている。 

 

（２）受付時間 

月曜日から土曜日及び祝日の午前８時 30分から午後４時まで 

ただし、年末年始（12月 31日～１月３日）を除く 

 

（３）業務内容 

ア 防鳥用ネットの貸し出し 

イ 集団回収実績報告書の取次ぎ 

ウ 小型家電回収ボックスの設置等 

エ その他大田区清掃事務所所管事務の問い合わせに対する取次ぎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【 防鳥用ネット 】 
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８ 職員の健康の維持・増進に関する取り組み  ◀拡充▶ 

（定款第 4条第 4項 その他この法人の目的を達成するために必要な事業） 

 

（１）「おおた健康経営事業所」及び協会けんぽ「健康企業宣言🄬」 

区が実施する「おおた健康経営事業所」のブロンズランクに公社が認定され

たこと、あわせて全国健康保険協会（協会けんぽ）東京都支部の「健康企業宣

言🄬」を実施したこと踏まえ、以下の取り組みについて推進・拡充する。 

ア 定期健康診断及びストレスチェックの受診率 100％を目指す  【継続】 

イ 産業医・職員の主治医等との連携を強化し、適切に職員の健康状態の把

握に努めるとともに、必要な対策の検討を行う          【継続】 

ウ 施設内掲示板において各種資料を掲示する          【継続】 

エ 職員研修の一環として健康講演会を実施する         【新規】 

オ 健康機器の増設を検討する                 【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【おおた健康経営事業所認定証】     【協会けんぽ「健康企業宣言🄬」宣言の証】 

 

（２）職員安全衛生管理体制の整備 

令和５年度に田園調布本部、環境資源センターそれぞれの職員数が 50 名を

超えたことから、従前の安全衛生連絡会をそれぞれの事業所における安全衛生

委員会として毎月開催してきた。令和６年度はこれまでの労働安全衛生法等に

基づく取り組みのさらなる充実を目指し、公社として職員安全衛生管理規程を

制定し、この規程のもとに安全管理体制を強化するとともに、公社としての組

織的な取り組みを推進していく。 
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Ⅴ 経費内訳 
 
 

定款第４条に定める事業に要する経費は、下表のとおりです。 

 

項 目 定 款 
金 額 

（千円） 

（１）可燃ごみ収集業務 
第４条 

第 1項 
206,480 

（２）粗大ごみ申告受付準備業務 

（３）粗大ごみ自己持込受入業務及び中継業務 

（４）資源循環に関する業務 

（５）資源持ち去り防止パトロール業務 

第４条 

第１・２項 
(1)に含む 

（６）食品ロス削減に関する普及啓発等業務 
第４条 

第 3項 
1,364 

（７）田園調布本部における窓口等業務 
第４条 

第４項 
(1)に含む 

（８）上記を達成するために必要な人件費  622,253 

 

 



　　　　　令和６年度

　　　　  　予算書

　　　　　　自　令和６年４月１日

　　　　　　至　令和７年３月31日

　　一般財団法人 大田区環境公社



（単位：　円）

№ 予 算 額 現年度予算額 増 減 額

1 830,097,083 778,897,745 51,199,338

2 51 51 0

3 基 本 財 産 受 取 利 息 51 51 0

4 830,096,835 778,897,497 51,199,338

5 受 託 事 業 収 益 830,096,835 778,897,497 51,199,338

6 197 197 0

7 受 取 利 息 197 197 0

8 830,097,083 778,897,745 51,199,338

9 742,096,578 693,074,786 49,021,792

10 給 与 手 当 460,851,607 442,089,805 18,761,802

11 旅 費 101,596 46,048 55,548

12 福 利 厚 生 費 84,814,939 77,468,792 7,346,147

13 通 信 費 891,330 766,468 124,862

14 車 両 費 617,650 406,560 211,090

15 水 道 光 熱 費 0 0 0

16 消 耗 品 費 13,851,073 11,836,524 2,014,549

17 広 告 宣 伝 費 5,905,053 3,731,200 2,173,853

18 支 払 手 数 料 95,040 56,320 38,720

19 賃 借 料 2,856,480 2,603,480 253,000

20 保 険 料 2,585,000 1,925,000 660,000

21 租 税 公 課 55,844,304 53,096,259 2,748,045

22 退 職 給 付 費 用 12,000,000 10,632,000 1,368,000

23 委 託 費 101,682,506 88,416,330 13,266,176

24 88,000,505 85,822,959 2,177,546

25 役 員 報 酬 7,481,000 7,219,000 262,000

26 給 与 手 当 35,398,719 31,187,900 4,210,819

27 旅 費 147,972 147,972 0

28 福 利 厚 生 費 21,217,439 20,206,699 1,010,740

29 通 信 費 689,601 685,443 4,158

30 車 両 費 126,500 85,360 41,140

31 消 耗 品 費 1,892,795 444,890 1,447,905

32 支 払 手 数 料 161,040 122,320 38,720

33 賃 借 料 6,375,501 8,223,974 -1,848,473

34 保 険 料 0 0 0

35 租 税 公 課 6,840,714 6,176,008 664,706

36 退 職 給 付 費 用 240,000 240,000 0

37 委 託 費 6,463,336 10,390,921 -3,927,585

38 雑 費 862,400 514,800 347,600

39 燃 料 費 103,488 177,672 -74,184

事　業　収　益

一般財団法人大田区環境公社
令和６年度　予　算　書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

科　目

経　常　収　益

基　本　財　産　運　用　益

雑　収　益

経　常　費　用

事　業　費

管　理　費



報告第 33 号 

区の義務に属する損害賠償額決定に係る専決処分の報告について 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１項の規定に基づき、下記の

とおり区の義務に属する損害賠償額決定に係る専決処分をしたので、同条第２項

の規定により報告する。 

令和６年６月 19 日 

提出者 大田区長 鈴 木 晶 雅 

記 

番 

号 
件  名 

賠 償 金 額 
概   要 

専 決 処 分 日 

１ 

ごみ収集作業車に

よる物損事故 

４万 3,899 円 

令和６年２月５日午前９時 55

分頃、大森南三丁目１番の相手方

宅の駐車場において、職員がごみ

収集作業車を後退させた際、当該

作業車の後部右側が相手方宅の

雨どいに接触し、当該雨どいが損

傷した。 

（環境清掃部） 

令和６年５月 28 日 

２ 
区立小学校の敷地

からはみ出したネ

ットによる負傷及

び物損事故 

３万 891 円 

 令和６年２月16日午前９時10

分頃、相手方が雪谷小学校前の路

上を自転車で通過する際、同校の

敷地内に設置されていた立入禁

止用ネットが破損していたため、

強風にあおられて相手方に覆い

被さり、相手方が転倒し負傷する

とともに、当該自転車等が損傷し

た。 

（教育総務部） 

令和６年５月 28 日 
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